
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第

三

種

郵

便

物

認

可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

¾

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

府

令

第
二
号
様
式
第
二
部
第
４
の
５
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

５
【
役
員
の
状
況
】
Ḣ

男
性

名
女
性

名
（
役
員
の
う
ち
女
性
の
比
率
％
）

役
名

職
名

氏
名

生
年
月
日

略
歴

任
期

所
有
株
式
数

（
株
）

計

第
二
号
の
四
様
式
第
二
部
第
４
の
５
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

５
【
役
員
の
状
況
】

男
性

名
女
性

名
（
役
員
の
う
ち
女
性
の
比
率
％
）

役
名

職
名

氏
名

生
年
月
日

略
歴

任
期

所
有
株
式
数

（
株
）

計

第
二
号
の
五
様
式
第
三
部
第
１
の
７
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

７
【
役
員
の
状
況
】
D̄

男
性

名
女
性

名
（
役
員
の
う
ち
女
性
の
比
率
％
）

役
名

職
名

氏
名

生
年
月
日

略
歴

任
期

所
有
株
式
数

（
株
）
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第
二
号
様
式
記
載
上
の
注
意
Ḣ
ｈ
中
「こ

の
ｈ

」
を
「ｉ

」
に
改
め
、
同
記
載
上
の
注
意
Ḣ
中
ｈ
を
ｉ
と
し
、
ａ
か

ら
ｇ
ま
で
を
ｂ
か
ら
ｈ
ま
で
と
し
、
ｂ
の
前
に
次
の
よ
う
に
加
え
る
。

ａ
役
員
の
男
女
別
人
数
を
欄
外
に
記
載
す
る
と
と
も
に
、
役
員
の
う
ち
女
性
の
比
率
を
括
弧
内
に
記
載
す
る
こ

と
。

〔
府

令
〕

〇
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

（
内
閣
府
七
〇
）

J

〔
告

示
〕

〇
地
域
再
生
計
画
を
認
定
し
た
件

（
内
閣
府
二
七
一
、
二
七
二
）

L

〇
地
域
再
生
計
画
の
変
更
を
認
定
し
た
件

（
同
二
七
三
〜
二
七
五
）

〇
公
害
の
防
止
に
関
す
る
事
業
に
係
る
国
の

財
政
上
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
第
三

条
第
四
項
の
規
定
に
基
づ
く
公
害
防
止
対

策
事
業
を
指
定
す
る
件
（
総
務
三
七
七
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
法
務
四
四
七
）

M

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
農
林
水
産
一
四
六
四
〜
一
四
八
三
）

〇
保
安
林
の
指
定
施
業
要
件
を
変
更
す
る
件

（
同
一
四
八
四
〜
一
四
八
八
）

P

〇
船
舶
安
全
法
に
基
づ
く
型
式
承
認
等
を
し

た
件
（
国
土
交
通
一
〇
四
一
）

Q

〇
道
路
に
関
す
る
件

（
北
海
道
開
発
局
一
三
三
）

〇
住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法

律
の
規
定
に
よ
り
登
録
住
宅
性
能
評
価
機

関
の
業
務
の
全
部
を
廃
止
し
た
件

（
同
一
三
四
）

〇
浄
化
槽
の
型
式
を
更
新
し
た
件

（
沖
縄
総
合
事
務
局
五
四
）

R

〔
国
会
事
項
〕

R

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

財
務
省

防
衛
省

J
I

〔
皇
室
事
項
〕

J
I

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

登
録
操
縦
免
許
証
更
新
講
習
の
登
録
に
関
す

る
公
示
（
国
土
交
通
省
）

J
I

登
録
操
縦
免
許
証
失
効
再
交
付
講
習
の
登
録

に
関
す
る
公
示
（
同
）

登
録
海
技
免
状
更
新
講
習
の
登
録
事
項
の
変

更
に
関
す
る
公
示
（
同
）

J
J

登
録
海
技
免
状
失
効
再
交
付
講
習
の
登
録
事

項
の
変
更
に
関
す
る
公
示
（
同
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁司

法
書
士
懲
戒
処
分
関
係

J
J

裁
判
所

相
続
、
失
踪
、
除
権
決
定
、
破
産
、免
責
、

特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

企
業
年
金
基
金
解
散
・
清
算
人
就
任
、
日

本
弁
護
士
連
合
会
平
成
二
十
六
年
度
役
員

就
任
関
係

L
J

会
社
そ
の
他

〇
内
閣
府
令
第
七
十
号

金
融
商
品
取
引
法
（
昭
和
二
十
三
年
法
律
第
二
十
五
号
）
第
五
条
第
一
項
、
第
二
十
四
条
第
一
項
及
び
第
三
項
、
第

二
十
四
条
の
四
の
七
第
一
項
並
び
に
第
二
十
四
条
の
五
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内

閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
六
年
十
月
二
十
三
日

内
閣
総
理
大
臣

安
倍

晋
三

企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
（
昭
和
四
十
八
年
大
蔵
省
令
第
五
号
）の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。
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